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宮城の将来ビジョン・震災復興実施計画の概要 

第１章 策定の趣旨 

本県の長期総合計画である「宮城の将来ビジョン」（H19～H28年度）と，東日本大震災からの復興の道筋を示

す「宮城県震災復興計画」（H23～H32年度）を着実に実施し進行管理を行うため，両計画の中期的な実施計画と

して，「宮城の将来ビジョン・震災復興実施計画（以下「実施計画」という。）」を策定します。 

 

 

 

 １ 計画名称  

宮城の将来ビジョン・震災復興実施計画 

 ２ 計画期間  

平成２３年度から平成２５年度まで（復旧期：３年間） 

 ３ 計画の特徴  

「宮城の将来ビジョン」と「宮城県震災復興計画」共通の実施計画（事業計画）として策定 

 ４ 目標指標  

宮城の将来ビジョンの実現に向けた１２７の目標指標と併せて，震災復興に向けた５０の目標指標を設定 

（例：災害公営住宅の整備戸数，災害廃棄物残存量（県処理分），基金事業における新規雇用者数（震災後） 等） 

 ５ 掲載事業  

○ 将来ビジョン・震災復興実施計画 

宮城の将来ビジョンの推進に向けて，１２７の目標指標を設定するとともに，計画期間内に県として優先

的・重点的に取り組む事業を宮城の将来ビジョンの体系により整理した計画（全体計画） 

事 業 区 分 事業数（件） 
総事業費（百万円） 

 うち県事業費 

宮城の将来ビジョン推進事業 ３６７ ５１７，５８１ ４９４，０１５ 

取組に関連する宮城県震災復興推進事業 ４１４ ３，５３７，４６４ ２，６３６，２２６ 

合   計 ７８１ ４，０５５，０４５ ３，１３０，２４１ 

※ 「宮城の将来ビジョン推進事業」は，「宮城県震災復興推進事業」と共通の事業を含む 

※ 「事業数」及び「総事業費」は，「非予算的手法」を含み，「再掲事業」を除く 

※ 震災復興実施計画 

宮城県震災復興計画の推進に向けて，５０の目標指標を設定するとともに，計画期間内に県として優先

的・重点的に取り組む事業を宮城県震災復興計画の体系により整理した計画（個別計画） 

事 業 区 分 事業数（件） 
総事業費（百万円） 

 うち県事業費 

宮城県震災復興推進事業 ５３４ ３，８５２，９８４ ２，９３１，８８８ 

※ 「事業数」及び「総事業費」は，「非予算的手法」を含み，「再掲事業」を除く 

 ６ 計画の推進  

計画の着実な推進を図るため，政策評価・施策評価を実施し，その結果を具体的な復興の取組に反映 

第２章 基本的な考え方 

１ 計画期間 平成２３年度から平成２５年度まで（復旧期：３年間） 

２ 計画の構成 

第１章 策定の趣旨 

第２章 基本的な考え方 

１ 計画期間 

２ 計画の構成 

３ 計画の推進 

４ 個別取組の数及び総事業費見込額 

 

第３章 将来ビジョン・震災復興実施計画［ 将来ビジョン・３３の取組 ］ 

 ３３の取組別  ※「宮城の将来ビジョン」に掲げた３３の取組 

 行動方針 

 目標指標等 

 目標達成のための個別取組 

・ 宮城の将来ビジョン推進事業 

※ 「宮城の将来ビジョン」の推進に向けて，計画期間内に県として優先的・重点的に取り組む事業 

・ 取組に関連する宮城県震災復興推進事業 

 事業費見込額 

 

 

第４章 震災復興実施計画［ 震災復興計画・７分野 ］ 

 ７つの分野別  ※「宮城県震災復興計画」に掲げた７つの分野 

 行動方針 

 目標指標等 

 目標達成のための個別取組 

・ 宮城県震災復興推進事業 

※ 「宮城県震災復興計画」の推進に向けて，計画期間内に県として優先的・重点的に取り組む事業 

 事業費見込額 

 

資 料 ・目標指標一覧 

・用語解説 

 

３ 計画の推進 

・ 県民一人ひとりが復興への役割を自覚し主体となるとともに，国・県・市町村・団体等が総力を結集し

て，県勢の復興とさらなる発展を図ります。 

・ ＰＤＣＡサイクルのマネジメント手法により，事業の執行状況や事業目的の達成状況について，県民の

皆様に明らかにするとともに，外部有識者等の意見も取り入れながら評価を行い，その結果を具体的な

復興の取組に反映することにより，計画の着実な推進を図ります。 

 

４ 個別取組の数及び総事業費見込額 

 ４～７ページ参照

実 施 計 画 の ポ イ ン ト 
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第３章 将来ビジョン・震災復興実施計画［ 将来ビジョン・３３の取組 ］ 

「宮城の将来ビジョン」に掲げた３３の取組ごとに，行動方針，目標指標，目標達成のための個別取組（「宮

城の将来ビジョン推進事業」及び「関連する宮城県震災復興推進事業」）を掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 将来ビジョン実現を支える基礎的な取組  

第４章 震災復興実施計画［ 震災復興計画・７分野 ］ 

「宮城県震災復興計画」に掲げた７つの分野ごとに，行動方針，目標指標，目標達成のための個別取組（「宮

城県震災復興推進事業」）を掲載しています。 

 

 

 

① 被災者の生活環境の確保 

② 廃棄物の適正処理 

③ 持続可能な社会と環境保全の実現 

 

 

 

① 安心できる地域医療の確保 

② 未来を担う子どもたちへの支援 

③ だれもが住みよい地域社会の構築 

 

 

 

① ものづくり産業の復興 

② 商業・観光の再生 

③ 雇用の維持・確保 

 

 

 

① 魅力ある農業・農村の再興 

② 活力ある林業の再生 

③ 新たな水産業の創造 

④ 一次産業を牽引する食産業の振興 

 

 

 

① 道路，港湾，空港などの交通基盤の確保・整備促進 

② 海岸，河川などの県土保全 

③ 上下水道などのライフラインの復旧 

④ 沿岸市町をはじめとするまちの再構築 

 

 

 

① 安全・安心な学校教育の確保 

② 家庭・地域の教育力の再構築 

③ 生涯学習・文化・スポーツ活動の充実 

 

 

 

① 防災機能の再構築 

② 大津波等への備え 

③ 自助・共助による市民レベルの防災体制の強化 

④ 安全・安心な地域社会の構築

１ 育成・誘致による県内製造業の集積促進 取組１： 地域経済を力強くけん引するものづくり産業（製造業）の振興 

取組２： 産学官の連携による高度技術産業の集積促進 

取組３： 豊かな農林水産資源と結びついた食品製造業の振興 

２ 観光資源，知的資産を活用した商業・サービス

産業の強化 

取組４： 高付加価値型サービス産業・情報産業及び地域商業の振興 

取組５： 地域が潤う，訪れてよしの観光王国みやぎの実現 

３ 地域経済を支える農林水産業の競争力強化 取組６： 競争力ある農林水産業への転換 

取組７： 地産地消や食育を通じた需要の創出と食の安全安心の確保 

４ アジアに開かれた広域経済圏の形成 取組８： 県内企業のグローバルビジネスの推進と外資系企業の立地促進 

取組９： 自律的に発展できる経済システム構築に向けた広域経済圏の形成 

５ 産業競争力の強化に向けた条件整備 取組 10： 産業活動の基礎となる人材の育成・確保 

取組 11： 経営力の向上と経営基盤の強化 

取組 12： 宮城の飛躍を支える産業基盤の整備 

１ 子どもを生み育てやすい環境づくり 取組 13： 次代を担う子どもを安心して生み育てることができる環境づくり 

 取組 14： 家庭・地域・学校の協働による子どもの健全な育成 

２ 将来の宮城を担う子どもの教育環境づくり 取組 15： 着実な学力向上と希望する進路の実現 

取組 16： 豊かな心と健やかな体の育成 

取組 17： 児童生徒や地域のニーズに応じた特色ある教育環境づくり 

３ 生涯現役で安心して暮らせる社会の構築 取組 18： 多様な就業機会や就業環境の創出 

取組 19： 安心できる地域医療の充実 

取組 20： 生涯を豊かに暮らすための健康づくり 

取組 21： 高齢者が元気に安心して暮らせる環境づくり 

取組 22： 障害があっても安心して生活できる地域社会の実現 

取組 23： 生涯学習社会の確立とスポーツ・文化芸術の振興 

４ コンパクトで機能的なまちづくりと地域生活の

充実 

取組 24： コンパクトで機能的なまちづくりと地域生活の充実 

５ だれもが安全に，尊重し合いながら暮らせる環

境づくり 

取組 25： 安全で安心なまちづくり 

取組 26： 外国人も活躍できる地域づくり 

１ 経済・社会の持続的発展と環境保全の両立 取組 27： 環境に配慮した社会経済システムの構築と地球環境保全への貢献 

取組 28： 廃棄物等の３Ｒ（発生抑制・再使用・再生利用）と適正処理の推進 

２ 豊かな自然環境，生活環境の保全 取組 29： 豊かな自然環境，生活環境の保全 

３ 住民参画型の社会資本整備や良好な景観の形成 取組 30： 住民参画型の社会資本整備や良好な景観の形成 

４ 宮城県沖地震など大規模災害による被害を最小

限にする県土づくり 

取組 31： 宮城県沖地震に備えた施設整備や情報ネットワークの充実 

取組 32： 洪水や土砂災害などの大規模自然災害対策の推進 

取組 33： 地域ぐるみの防災体制の充実 

Ⅰ 富県宮城の実現～県内総生産１０兆円への挑戦～ （１２の取組） 

Ⅱ 安心と活力に満ちた地域社会づくり （１４の取組） 

Ⅲ 人と自然が調和した美しく安全な県土づくり （７の取組） 

（１）環境・生活・衛生・廃棄物 

（３）経済・商工・観光・雇用 

（２）保健・医療・福祉 

（４）農業・林業・水産業 

（５）公共土木施設 

（６）教育 

（７）防災・安全・安心 
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実施計画には，計画期間中，県のみでなく，市町村や企業，団体等様々な主体と力を合わせて目指す目標を掲

載しています。 

１ 第３章 将来ビジョン・震災復興実施計画［ 将来ビジョン・３３の取組 ］ 

基本方向 

目標指標等の数※１ 

第２期 

行動計画※２ 
→ 

実施計画（第３章） 

 継続 新規・変更※３ 

１ 富県宮城の実現～県内総生産１０兆

円への挑戦～（取組 1～12） 
５１ → ５１ 

 

５０ １ 

２ 安心と活力に満ちた地域社会づくり

（取組 13～26） 
５１ → ５１ 

 

５１  

３ 人と自然が調和した美しく安全な県

土づくり（取組 27～33） 
２４ → ２５ 

 

２４ １ 

合   計 １２６ → １２７ 
 

１２５ ２ 

※１ 再掲指標を除く 

※２ 改定前の「宮城の将来ビジョン第２期行動計画」の掲載指標 

※３ 新規指標 取組 27：「みやぎ環境税を活用した県及び市町村事業による二酸化炭素削減量」 

変更指標 取組７：変更前「認定エコファーマー数」→ 変更後「環境保全型農業栽培面積」 

２ 第４章 震災復興実施計画［ 震災復興計画・７分野 ］ 

基本方向 

目標指標等の数※１ 

実施計画（第４章） 

 ビジョン目標と同一指標※２ 

（１）環境・生活・衛生・廃棄物 ５  ２  

（２）保健・医療・福祉 ７  ０  

（３）経済・商工・観光・雇用 ５  ０  

（４）農業・林業・水産業 １１  ３  

（５）公共土木施設 １０  １  

（６）教育 ７  ０  

（７）防災・安全・安心 ５  ３  

合   計 ５０  ９  

※１ 再掲指標を除く 

※２ 「第３章 将来ビジョン・震災復興実施計画」に掲載している目標指標と同一の指標 

 震災復興に係る主な目標指標 

（１）環境・生活・衛生・廃棄物 

目標指標等 当  初 現 況 値 目  標 

災害公営住宅の整備戸数（戸）［累計］ 0戸（0％） 

（H22年度） 

0戸（0％） 

（H23年度） 

3,400戸(28.3％) 

（H25年度） 

災害廃棄物残存量（県処理分）（千トン） 11,127千トン 

（H22年度） 

11,127 千トン 

（H23年度） 

0千トン 

（H25年度） 

（２）保健・医療・福祉 

目標指標等 当  初 現 況 値 目  標 

被災した病院，有床診療所の復旧箇所数（箇所）［累

計］ 

0箇所（0％） 

（H22年度） 

105箇所(92.9％) 

（H23年度） 

113箇所（100％） 

（H25年度） 

（３）経済・商工・観光・雇用 

目標指標等 当  初 現 況 値 目  標 

基金事業における新規雇用者数（震災後）（人） 0人 

（H22年度） 

14,998人 

（H23年度） 

46,099人 

（H23～25年度累計） 

（４）農業・林業・水産業 

目標指標等 当  初 現 況 値 目  標 

農地復旧・除塩対策の施工面積（ha）［累計］ 0ha（0％） 

（H22年度） 

5,250h（40.4％） 

（H23年度） 

13,000ha(100％) 

（H25年度） 

主要５漁港（気仙沼・志津川・女川・石巻・塩釜）に

おける水揚金額（億円） 

181億円 

（H23年） 

181億円 

（H23年） 

361億円 

（H25年） 

（５）公共土木施設 

目標指標等 当  初 現 況 値 目  標 

公共土木施設災害復旧事業（道路・橋梁）の執行状況

（％） 
－ 

27.6％ 

（H23年度） 

83.0％ 

（H25年度） 

防災集団移転促進事業に着手する市町数（市町）［累

計］ 

0市町 

（H22年度） 

0市町 

（H23年度） 

12市町 

（H25年度） 

（６）教育 

目標指標等 当  初 現 況 値 目  標 

災害復旧工事が完了した県立学校数（仮設校舎等の設

置完了数含む）（校）［累計］ 

0校（0％） 

（H22年度） 

37校（40.7％） 

（H23年度） 

91校（100％） 

（H25年度） 

（７）防災・安全・安心 

目標指標等 当  初 現 況 値 目  標 

年間放射線量１ミリシーベルト未満の学校等※の数

（校） 
－ 

196校（61.3％） 

（H23年度） 

320校（100％） 

（H25年度） 

※ 放射性物質汚染対処特措法に基づく「汚染状況重点調査地域」における除染対象基準値（年間放射線量１mSv）未満の学

校等

宮城の将来ビジョン・震災復興実施計画 目標指標 
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実施計画には，目標達成のための個別取組として，計画期間内に県として優先的・重点的に取り組む「宮城の

将来ビジョン推進事業」及び「宮城県震災復興推進事業」を掲載しています。 

 

１ 第３章 将来ビジョン・震災復興実施計画掲載事業※ 

※ 「宮城の将来ビジョン推進事業」及び「取組に関連する宮城県震災復興推進事業」 

（１）事業数（再掲事業除く）（件） 

基 本 方 向 

宮城の将来ビジョン推進事業 関連する震災事業 合   計 

 うち 

非予算 

うち 

震災事業※ 
 うち 

非予算 
 うち 

非予算 

１ 富県宮城の実現～県

内総生産１０兆円へ

の挑戦～ 

１１２ １０ ３５ １８５ ０ ２９７ １０ 

２ 安心と活力に満ちた

地域社会づくり 
１４６ ５ ４８ １４０ ４ ２８６ ９ 

３ 人と自然が調和した

美しく安全な県土づ

くり 

１０２ ２２ ２７ ８８ ８ １９０ ３０ 

将来ビジョン実現を

支える基礎的な取組 
７ １ ０ １ ０ ８ １ 

合   計 ３６７ ３８ １１０ ４１４ １２ ７８１ ５０ 

※ 「第４章 震災復興実施計画」に掲載している「宮城県震災復興推進事業」と共通の事業 

（２）事業費（再掲事業除く）（百万円） 

基 本 方 向 
宮城の将来ビジョン推進事業 関連する震災事業 合 計 

 うち県事業費  うち県事業費  うち県事業費 

１ 富県宮城の実現～県

内総生産１０兆円へ

の挑戦～ 

303,799 295,981 1,406,663 1,168,021 1,710,462 1,464,002 

２ 安心と活力に満ちた

地域社会づくり 
143,333 136,183 894,499 492,313 1,037,832 628,496 

３ 人と自然が調和した

美しく安全な県土づ

くり 

67,954 59,356 1,235,881 975,471 1,303,835 1,034,827 

将来ビジョン実現を

支える基礎的な取組 
2,495 2,495 421 421 2,916 2,916 

合   計 517,581 494,015 3,537,464 2,636,226 4,055,045 3,130,241 

 

 

 「宮城の将来ビジョン推進事業」のうち主な事業 

Ⅰ 富県宮城の実現～県内総生産１０兆円への挑戦～ 

取組 

No. 
事 業 名 担当部局 

H24総事業費（百万円） 
事 業 内 容 

 うち県事業費 

取組１ みやぎ企業立地奨励金事業 
経済商工 

観光部 
2,900 2,900 

地域産業の振興及び雇用機会の拡大に

つながる企業立地の推進 

取組６ 
新世代アグリビジネス総合推

進事業 
農林水産部 132 132 

ソフト・ハード事業の総合的な支援によ

るアグリビジネスの促進等 

取組 11 中小企業金融対策事業 
経済商工 

観光部 
63,647 63,647 中小企業制度融資の充実 

 

Ⅱ 安心と活力に満ちた地域社会づくり 

取組 

No. 
事 業 名 担当部局 

H24総事業費（百万円） 
事 業 内 容 

 うち県事業費 

取組 17 
学級編制弾力化（尐人数学級）

事業 
教育庁 940 940 

小・中学校の低学年における尐人数学級

の導入 

取組 21 
ねんりんピック宮城・仙台大

会開催事業 
保健福祉部 577 577 

「ねんりんピック（全国健康福祉祭り）」

の開催準備（平成２４年秋開催予定） 

取組 22 
拓桃医療療育センター・拓桃

支援学校整備事業 

保健福祉部， 

教育庁 
320 320 

拓桃医療療育センター及び拓桃支援学

校の移転新築 

 

Ⅲ 人と自然が調和した美しく安全な県土づくり 

取組 

No. 
事 業 名 担当部局 

H24総事業費（百万円） 
事 業 内 容 

 うち県事業費 

取組 27 
せせらぎ水路小水力発電普及

推進事業 
農林水産部 10 10 

農業用水を活用した小水力発電等の普

及拡大 

取組 28 
みやぎ産業廃棄物３Ｒ等推進

設備整備事業 
環境生活部 462 232 

産業廃棄物の発生抑制・再資源化等に係

る設備・機器等の整備支援 

 

将来ビジョン実現を支える基礎的な取組 

取組 

No. 
事 業 名 担当部局 

H24総事業費（百万円） 
事 業 内 容 

 うち県事業費 

基礎的 市町村振興総合支援事業 
震災復興・ 

企画部 
682 682 

県単独補助金の統合化・総合化を推進し

市町村の個性的・重点的な事業を推進 

 

宮城の将来ビジョン・震災復興実施計画 掲載事業 
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２ 第４章 震災復興実施計画掲載事業※ 

※ 「宮城県震災復興推進事業」 

分 野 名 
宮城県震災復興推進事業：事業数（件） 総事業費（百万円） 

 うち非予算 うちﾋﾞｼﾞｮﾝ事業※  うち県事業費 

(1)環境・生活・衛生・廃棄物 ５９ ６ １０ 1,199,195 963,658 

(2)保健・医療・福祉 ６２ ０ １０ 46,995 43,380 

(3)経済・商工・観光・雇用 ７７ ０ ２０ 599,663 484,627 

(4)農業・林業・水産業 １４３ ０ ２２ 657,689 513,412 

(5)公共土木施設 ６４ ０ ２０ 1,158,243 830,571 

(6)教育 ７６ ３ ３１ 122,147 58,427 

(7)防災・安全・安心 ５３ ５ ７ 69,052 37,813 

合   計 ５３４ １４ １２０ 3,852,984 2,931,888 

※ 「第３章 将来ビジョン・震災復興実施計画」に掲載している「宮城の将来ビジョン推進事業」と共通の事業 

 

 「宮城県震災復興推進事業」のうち主な事業 

（１）環境・生活・衛生・廃棄物 

① 被災者の生活環境の確保 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

地域支え合い体制づくり事業（サ

ポートセンター等整備事業） 
保健福祉部 2,740 2,740 

応急仮設住宅等へのサポートセンター

の設置・運営等 

災害公営住宅整備事業 土木部 22,730 7,497 災害公営住宅の整備 

復興活動支援事業 
震災復興 

・企画部 
105 105 住民主体による地域活動への支援 

② 廃棄物の適正処理 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

災害等廃棄物処理事業 環境生活部 272,000 272,000 災害廃棄物の処理 

③ 持続可能な社会と環境保全の実現 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

ソーラーハウス促進事業 環境生活部 240 240 太陽光発電システムの住宅導入支援 

 

 

 

（２）保健・医療・福祉 

① 安心できる地域医療の確保 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

健康支援事業 保健福祉部 293 293 
応急仮設住宅，在宅等の被災住民に対す

る健康相談，訪問指導等 

医療施設等災害復旧支援事業 保健福祉部 358 358 
被災した医療施設等の復旧等費用の補

助 

ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した

医療連携構築事業 
保健福祉部 1,013 1,013 

ＩＣＴを活用した地域医療連携システ

ムの構築 

② 未来を担う子どもたちへの支援 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

子どものこころのケア推進事業 保健福祉部 20 20 
児童精神科医及び心理士等による巡回

指導等 

東日本大震災みやぎこども育英基

金事業 

保健福祉部 

教育庁 
255 255 

基金の活用による子どもたちへの修学

等支援 

被災保育所等災害復旧事業 保健福祉部 100 87 被災した保育所の復旧費の補助 

③ だれもが住みよい地域社会の構築 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

心のケアセンター運営事業 保健福祉部 424 424 
被災者の心のケアの拠点となるセンタ

ーの運営支援 

社会福祉施設等災害復旧事業 保健福祉部 7,084 7,084 
被災した老人福祉施設等の復旧費の補

助 

被災地域福祉推進事業 保健福祉部 1,115 1,115 
住民参加による社会的包摂の仕組みづ

くりによる地域福祉の推進 

 

（３）経済・商工・観光・雇用 

① ものづくり産業の復興 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

中小企業施設設備復旧支援事業 
経済商工 

観光部 
1,600 800 

中小製造業者に対する施設等の復旧費

の補助 

中小企業等復旧・復興支援事業費

補助金 

経済商工 

観光部 
20,000 15,000 

中小企業等グループの企業等に対する

復旧費の補助 

中小企業等二重債務問題対策事業 
経済商工 

観光部 
20,000 1,000 

既往債務の買い取りを行う「宮城産業復

興機構」への出資 
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② 商業・観光の再生 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

地域商業等事業再開支援事業 
経済商工 

観光部 
3,000 1,500 

商業者等に対する施設等の復旧費の補

助 

観光復興緊急対策事業 
経済商工 

観光部 
15 15 

正確な観光情報の提供やキャラバン等

の実施 

観光施設再生支援事業 
経済商工 

観光部 
3,000 1,500 

観光事業者に対する施設等の復旧費の

補助 

③ 雇用の維持・確保 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

緊急雇用創出事業 
経済商工 

観光部 
42,844 42,844 

緊急かつ臨時的な雇用機会の創出及び

安定的な雇用の創出 

雇用維持対策事業 
経済商工 

観光部 
2,178 1,089 

雇用維持のための休業，教育訓練等を実

施した事業主への助成 

被災者等再就職支援対策事業 
経済商工 

観光部 
7 7 

被災者，震災により離職や廃業を余儀な

くされた者などへの再就職支援 

 

（４）農業・林業・水産業 

① 魅力ある農業・農村の再興 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

東日本大震災農業生産対策事業 農林水産部 5,344 3,499 
被災した施設等の改修，再編整備，農業

機械の再取得等に対する助成等 

東日本大震災農林業災害対策資金

利子補給事業 
農林水産部 27 27 

震災等により損害を受けた農林業者に

対する災害対策資金の円滑な融通 

地域農業経営再開復興支援事業 農林水産部 456 456 
経営再開マスタープランの作成及びプ

ラン実現に向けた取組支援 

② 活力ある林業の再生 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

被災施設再建支援事業 農林水産部 280 240 
県産材の円滑な供給システムの構築及

び被災住宅等の復旧促進等 

海岸防災林造成事業 農林水産部 17 17 
海岸防災林（潮害・飛砂防備保安林）等

の早期復旧 

木質がれき等バイオマス利用促進

事業 
農林水産部 130 80 

木材チップ集積・製造拠点の整備及び木

質燃料製造施設等導入に対する補助 

 

 

 

③ 新たな水産業の創造 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

漁港災害復旧事業１ 農林水産部 22,418 22,418 
県営漁港５港（気仙沼・志津川・女川・

石巻・塩釜）の災害復旧工事の実施 

水産物加工流通施設整備支援事業 農林水産部 7,500 6,250 
被災した漁協，水産加工組合等の共同利

用施設及び機器等の整備費補助 

漁業経営改善支援強化事業 農林水産部 18 18 漁業経営の共同化や協業化等を支援 

④ 一次産業を牽引する食産業の振興 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

県産農林水産物等イメージアップ

推進事業 
農林水産部 20 10 

県産品イメージアップのためのメディ

ア活用，海外バイヤー対応等 

農畜産物等放射性物質実態調査事

業 
農林水産部 21 11 

放射性物質検査の実施及び市町村等が

実施する検査に係る経費補助 

県産農林水産物・食品等利用拡大事

業 
農林水産部 40 20 

県産農林水産物等の需要の創出と拡大

等を目的とした展示会等の経費補助 

 

（５）公共土木施設 

① 道路，港湾，空港などの交通基盤の確保・整備促進 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

公共土木施設災害復旧事業（道路） 土木部 31,344 31,344 被災した道路及び橋梁等の施設復旧 

公共土木施設災害復旧事業（港湾） 土木部 36,659 36,659 被災した港湾施設等の復旧 

仙台空港整備事業 土木部 296 296 
仙台空港の運用に必要な空港施設の改

修及び空港の耐震化推進 

② 海岸，河川などの県土保全 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

公共土木施設災害復旧事業（海岸） 土木部 33,909 33,909 被災した海岸保全施設等の復旧 

公共土木施設災害復旧事業（河川） 土木部 75,120 75,120 被災した河川施設等の復旧 

公共土木施設災害復旧事業（砂防） 土木部 522 522 被災した砂防関係施設等の復旧 
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③ 上下水道などのライフラインの復旧 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

公共土木施設災害復旧事業（下水

道） 
土木部 22,253 22,253 被災した下水道処理施設等の復旧 

水道施設復旧事業 環境生活部 6,641 1 
震災で被害を受けた市町村所管の水道

施設の復旧支援 

工業用水道基幹施設耐震化等事業 企業局 73 73 
基幹水道構造物の耐震化及び緊急時に

おけるバックアップ用施設の整備 

④ 沿岸市町をはじめとするまちの再構築 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

都市計画街路事業 土木部 13,800 13,600 
被災した市町の街づくりと併せた街路

整備の実施 

被災市街地復興土地区画整理事業 土木部 20,900 0 
被災市町の市街地の復興に向けた土地

区画整理事業の実施 

防災集団移転促進事業 土木部 100,000 0 
住民の住居に適当でないと認められる

区域内にある住居の集団的移転の促進 

 

（６）教育 

① 安全・安心な学校教育の確保 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

県立学校施設災害復旧事業 教育庁 1,259 1,259 
震災により被害を受けた県立学校施設

の応急復旧工事の実施等 

被災児童生徒就学支援（援助）事

業 

総務部 

教育庁 
1,642 1,642 

被災児童生徒に対する学用品費，通学費

等の緊急的な就学支援 

防災主任配置事業 教育庁 35 35 
公立小・中学校及び県立学校への防災主

任の配置 

② 家庭・地域の教育力の再構築 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

協働教育推進総合事業 教育庁 161 161 

子育てサポーターの養成など地域が協

働して子どもを育てる仕組みづくりの

推進等 

学校安全教育推進事業 教育庁 2 2 
復旧状況に対応した学校安全教育の推

進 

③ 生涯学習・文化・スポーツ活動の充実 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

公立社会教育施設災害復旧事業 教育庁 6,218 218 県立社会教育施設の復旧等 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

震災資料収集・公開事業 教育庁 2 2 
震災に関する図書・雑誌などの収集・公

開 

指定文化財等災害復旧支援事業 教育庁 550 76 
震災により被害を受けた文化財の修

理・修復費用に対する補助 

 

（７）防災・安全・安心 

① 防災機能の再構築 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

情報伝達システム再構築事業 総務部 1,884 1,884 
防災行政無線等の情報伝達システムの

再構築 

原子力防災体制整備事業 環境生活部 183 183 
原子力防災拠点施設の設置及び県内全

域における原子力防災体制の整備 

医療施設耐震化事業 保健福祉部 1,965 1,845 災害拠点病院等の耐震化費用の補助 

② 大津波等への備え 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

木造住宅等震災対策事業 土木部 1,117 154 
木造住宅等の耐震診断・耐震改修に対す

る助成等 

大震災記録作成・普及事業 総務部 45 45 
東日本大震災の概要，応急対応や教訓等

に係る記録の作成 

③ 自助・共助による市民レベルの防災体制の強化 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

防災リーダー（宮城県防災指導員）

養成事業 
総務部 14 14 

企業や地域における防災活動の中心と

なる防災リーダーの育成支援 

④ 安全・安心な地域社会の構築 

事 業 名 担当部局 
H24総事業費（百万円） 

事 業 内 容 
 うち県事業費 

警察施設機能強化事業 警察本部 51 51 警察施設の早期機能回復・強化 

震災に強い交通安全施設整備事業 警察本部 110 110 
信号灯器のＬＥＤ化改良等，震災時に対

応可能な交通安全施設の整備 

生活安全情報発信事業 警察本部 3 3 
応急仮設住宅，学校等を対象とした，防

犯情報や生活安全情報等の提供 

 


